
大分県北部圏域における
大規模氾濫に関する減災のための取組方針

（主な取組内容について）

資 料 １

令和３年度
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出典：国土交通省 水管理・国土保全局HPより



過去の水災害からみた特徴と課題

中小河川の上流部では河床勾配が急であり、流域面積も
小さいため、降雨のピークから流出までの時間が短く、
急激な水位上昇を引き起こす場合がある。

豊後高田市の桂川、真玉川、竹田川の下流部において大
規模な氾濫が起こった場合、多くの人家に加え、市役所
等拠点の浸水が懸念される。

宇佐市の駅館川下流部は、人口及び資産が集中する宇佐
市街部が位置しており、過去に多くの人家が浸水、県道
も冠水した。

両市とも近年は河川改修も進み、大規模な洪水氾濫を経
験していないため、洪水に対する防災意識の低下が懸念
される。
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減災のための目標（平成29年度第1回協議会決定事項）

■５年間で達成すべき目標

①確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組（防災教育・
避難訓練・水防活動）

②急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確でわかりやすい
情報提供に関する取組

③災害時の被害最小化に向けた施設整備の取組

豊後高田市内、宇佐市内における中小河川の大規模水
害に対し、「迅速な避難行動」、「地域経済への影響
最小化」を目指す

■上記目標達成に向けた３本柱の取組

※大規模水害とは、「想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害
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【大分県】令和2年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

■水防災啓発、防災教育等に関する取組
①防災士養成研修へ講師派遣
②消防学校へ講師派遣
③その他 研修等講師派遣

①防災士養成研修の講師派遣（主催：大分県防災局）
県内１１箇所において、地域の防災力向上のため、自主防災組織活動の要となる防災士の

養成研修へ河川課と砂防課から講師を派遣し「水害対策について」等について講演を行いました。

令和２年度 大分県防災士養成研修 R3.316現在

番号 開催会場 日 程 対象市町村 受講者人数

1 社協
10月13日（火）、10月28日（水）

11月5日（木）
社会福祉協議会職員 39

2 県教育 9月24日（木）、25日（金） 県教員 61

3 国東 10月24日（土）、25日（日）
杵築市、国東市

姫島村、日出町
31

4 竹田 10月31日（土）、11月1日（日）
竹田市

豊後大野市
23

5 日田 11月7日（土）、8日（日） 日田市 38

6 大分 11月14日（土）、15日（日） 大分市 55

7 由布 11月14日（土）、15日（日） 由布市、別府市 20

8 九重 11月21日（土）、22日（日）
玖珠町

九重町
10

9 佐伯 11月28日（土）、29日（日） 佐伯市、臼杵市、津久見市 28

10 宇佐 12月5日（土）、6日（日） 宇佐市、中津市、豊後高田市 44

11 県庁
令和3年

1月20日（水）、21日（木）
県職員 50

計 399 4



【大分県】令和２年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

【令和３年度】■水防災啓発、防災教育等に関する取組
①防災士養成研修へ講師派遣
②消防学校へ講師派遣
③その他 研修等講師派遣

②消防学校へ講師派遣
・令和２年６月１６日（火）
・大分県消防学校
・新たに採用された消防職員に対し河川課と砂防課から
講師を派遣し防災について講演を行いました。

③その他 研修等講師派遣
・令和２年１１月６日（金）
・杵築市立杵築中学校
・杵築中学校の１年生の防災学習のため河川課と
砂防課から講師を派遣し水害と土砂災害につい
て講演を行いました。
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【大分県】令和２年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

R1済

R３作成完了

R３の取組が
重要！

●平成２９年６月の水防法改正に伴い浸水が想定される地域における社会福祉施設、学校、医療施設等の要
配慮者利用施設では、洪水時等における円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、避難確保計画等の作成及
び訓練義務づけられた。

●令和３年度末までに、対象となる全施設→避難確保計画を作成・訓練実施

－「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画より（H31.1.29 国交省水管理・国土保全局長）

避難訓練、水防活動に関する取組

〇要配慮者利用施設における避難体制構築への支援
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【大分県】令和３年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組



河川名：●●川
観測所名：▲▲橋

（２）自治体、住民、企業等へのきめ細やかな情報の提供令和３年度

市町村名 対象河川数 策定状況

大分市 16 済

別府市 1 済

中津市 4 済

日田市 7 済

佐伯市 7 済

臼杵市 8 済

津久見市 2 済

竹田市 5 済

豊後高田市 4 済

杵築市 3 済

宇佐市 6 済

豊後大野市 9 済

由布市 5 済

国東市 6 済

姫島村 0 -

日出町 0 -

九重町 3 済

玖珠町 2 済

【大分県】
２）急激な水位上昇に対する迅速な避難行動のための正確でわかりやすい情報提

供に関する取組

避難情報の的確な発令に関する取組
○県管理河川に係る避難情報発令に着目したﾀｲﾑﾗｲﾝの策定

●令和２年度に、全水位周知河川において策定済。
●令和３年度以降は、訓練や実災害を通じて見えてくる課題等を改善しながら運用していく。
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【１現状と課題】

中小河川洪水時避難行動支援事業

氾濫推定図を基にハザードマップ作成・配布へ
（市町事業費の4分の1補助：60,000千円） 【国1/2、県1/4、市町1/4】

【４今後の取組】

〇中小河川での浸水リスクを住民に周知

〇水位計及び河川監視カメラの増設による

情報提供の強化

〇要配慮者利用施設を含め地域住民の避難体制を構築

【５目指す効果】

①氾濫推定図を
国・県が作成

②現地踏査等による
妥当性の確認

③中小河川における
河川洪水ハザード
マップ作成・配布

避難場所
小学校

水位計及び
監視カメラ設置

◆近年の豪雨により中小河川でも氾濫が発生（要配慮者利用施設で犠牲者）

◆中小河川における的確な避難情報・避難計画は未整備

◆水位周知河川８４河川はハザードマップ作成済、中小河川では未作成

●県民一人一人の自主的な避難行動に繋げるための啓発が重要

●避難情報の強化や地域防災計画の充実を推進

●平時から浸水リスクの情報を周知・共有し、早期避難の意識醸成

【３対象河川の選定】

水位周知
河川

(84河川)

県管理
河川

（585河川）

ハザードマップ
未作成

501河川- ＝

逃げ遅れによる

人的被害をなくし

安全・安心な

大分県へ

◎上記の選定ポイントを踏まえ、
優先してハザードマップを作成する河川を選定

○選定ポイント

①過去に浸水実績のある河川

②河川背後地に資産（住居・公共施設等）が集中

③要配慮者利用施設が河川近傍に存在

※水位周知河川とは、洪水により国民経済上重大、又は相当な損害を
生じるおそれがある河川【R2年度にハザードマップ作成完了】

対象中小河川：２５５河川

②、③は市町の作業

→県民の適切な避難判断・行動を支援

浸水ライン

流向

避難場所
中学校

市役所
要配慮者利用施設
高齢者福祉施設

図１ ハザードマップイメージ

参考 Ｒ３年度 60,000千円

【２水防法改正の動き】

洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、
浸水リスク情報空白域を解消

（R3.2.2水防法改正閣議決定、令和３年通常国会で改正予定）

大分県 令和３年度～
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○ハザードマップの再点検
・土砂災害防災講座の開催
・危険箇所の把握
・要配慮者の確認
・一次避難場所、避難経路の確認

○まち歩き
・現地確認
・確認事項のハザードマップへの追記

○地区タイムラインの作成
・自主防災組織等において『いつ』､
『誰が』､『何を』行うかを時系列で
整理した行動計画を作成

○避難訓練
・ハザードマップやタイムラインを

活用した避難訓練実施
・課題や不備などを改善

【大分県 砂防課】 大分県土砂災害避難促進アクションプログラム

【現状と課題】

【土砂災害に関する避難促進検討会議】

【大分県土砂災害避難促進アクションプログラム】

○平成30年7月豪雨では、避難勧告等が避難行動につながらず、
土砂災害警戒区域内で多くの人的被害が発生

○本県においても、避難者が１％程度
であり、避難行動のあり方が課題

実行性のある避難行動を確保
するための取組が必要

H30.7.12（月）
大分合同新聞 朝刊

○目的
頻発・激甚化する土砂災害から人命を守るため、実行性のある

避難行動を確保するための取組を立案・推進

○構成員
住民、学識経験者、ボランティア、行政機関等

○検討事項
・社会調査による避難行動を促進または阻害する要因の把握
・避難行動を促進する要因に対する具体的な取組の立案

○検討結果
避難行動を促進する主な要因

・土砂災害の知識、備え、
対応力や過去の災害経験
⇒ 防災リテラシー

・家庭、近所の人などから
の手助け、声かけなど
⇒ 地域コミュニティ

（第２回避難促進検討会議）

H31.2.1（金）大分合同新聞 朝刊

防災リテラシー、地域コミュニティによる共助に対する具体的な取組

⇒ 「大分県土砂災害避難促進アクションプログラム」

○社会調査で判明した避難行動を促進する要因を、以下の４つの
分野に分類し、具体的な取組を整理

Ⅰ 地域の防災リテラシーの向上

Ⅱ 地域コミュニティにおける共助の推進

・防災リーダーを対象にスキルアップ講座開催

Ⅲ 安全な避難場所の確保、避難所の環境改善

・一次避難所等をハザードマップに記載

Ⅳ 住民の避難行動につながる災害情報の提供

・テレビによる危険度情報のデータ放送配信
・県民向け防災アプリの運用
・土砂災害関連情報の精度向上・充実

危険度情報の
データ放送配信

大分放送にて配信中

ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
再
点
検

ま
ち
歩
き

地
区
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
作
成

避

難

訓

練
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【大分県砂防課】土砂災害避難促進アクションプログラムスケジュール・取組状況

★Ｒ２年度アクションプログラム取組状況★アクションプログラムスケジュール

平成３０年度
土砂災害避難促進アクションプログラム策定

令和元年度
地域の防災リテラシーの向上のための、土砂災害ハザードマップ

の再点検及びタイムラインの作成、それらを活用した避難訓練の実
施。
モデル地区（中津、日田、津久見）で取組を実施

令和２年度
令和元年度より水平展開し、各市町村１地区程度選定して取組を

実施。
実績としては１０市町（１０地区）で取組を実施。
※国東市、大分市、臼杵市、津久見市、佐伯市、豊後大野市、竹田市、
玖珠町、中津市、宇佐市

令和３年度
市町村及び他部局（防災局・教育委員会）と連携した取組の実施
令和２年度に引き続き水平展開し、各市町村で取組を実施する予

定であり、各土木２地区程度で実施予定。
（令和２年度まで未実施の市町村は必ず実施する。）
※別府市、豊後高田市、杵築市、由布市、姫島村、日出町、九重町

第１回 『土砂災害に関する防災講座』及び
『ハザードマップ再点検』

第２回 『まち歩き』

第３回 『地区タイムラインの作成』

第４回 『避難訓練』

令和４年度以降
令和３年度までの課題を整理し、各市町村で取組を実施する仕組み

を整理する。

（津久見市 令和2年11月15日）
女性防災士より非常持出し袋の講話

（津久見市 令和2年11月15日）
避難行動要支援者の避難誘導訓練

（玖珠町 令和2年11月10日）
地区タイムライン作成

（大分市 令和2年11月15日）
まち歩き

（竹田市 令和2年10月18日）
まち歩き

（中津市 令和2年8月1日）
ハザードマップ再点検

（臼杵市 令和2年11月29日）
ハザードマップ再点検

（臼杵市 令和2年12月13日）
地区タイムライン作成
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【豊後高田市】令和２年度 洪水災害における災害の未然防止対策

九州各地に大きな被害をもたらした「令和２年
７月豪雨」など、近年、全国的に甚大化・多発化
する災害に備え、市では、台風や大雨が予想され
る際に、ため池の貯水量を事前に調整し、河川へ
の直接的な流入を最小限にとどめる「洪水災害の
未然防災対策」に取り組んでいます。
本取組を進めるにあたって、市内のすべて防災

重点ため池（４５箇所）等の関係者と水位調整に
係る協定を締結しました。

１ 概要

令和２年６月１１日 キックオフミーティング開催

本取組の効果（イメージ）
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【豊後高田市】洪水災害における災害の未然防止対策

※連絡は各家庭の
告知端末を使用。

近
日
中
に
大
雨
の
お
そ
れ
！

①市役所

②自治委員

③管理者

④消防団

気象庁等から台風や大雨の
地域限定情報を受けたら、
自治委員、ため池管理者、
消防団へ連絡。

ため池の水位を可能な
範囲で調整します。

安全確保のため、
消防団も同行します。

危険情報の周知や今後
の災害対応に備えます。

２ 連絡方法（対応の流れ）

連携！

◎令和２年７月８日

令和２年７月豪雨時には協定を
初発動し、ため池の水量減を行い、
洪水対策に取り組みました。
（※写真は訓練風景） 14



【豊後高田市】
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

１ 防災士の養成状況 ２ 防災訓練等実施状況

年度
防災士（名） 防災士配置自治会
人数 累計 配置済/自治会数 配置率

H23 10 10 10/163 6.1％

H24 118 128 91/163 55.8％

H25 36 164 115/163 70.6％

H26 28 192 138/163 84.7％

H27 54 246 146/164 89.0％

H28 38 284 151/164 92.1％

H29 27 310 154/164 93.9％
H30 11 321 155/164 94.5％
Ｒ１ 25 346 159/164 97.0％
Ｒ２ 9 355 159/164 97.0%

年度
小学校区

（実動訓練）
自治会

（防災研修）
回数 参加人数 自治会数

H26 3 600 21
H27 2 450 27
H28 2 650 85
H29 2 350 39
H30 2 640 72
Ｒ１ 2 650 34
Ｒ２ - 中止 1

大分県総合防災訓練（11/28予定）で
各種関係機関と共同で広域かつ大規模な防
災訓練を実施します。
また、国の学校安全総合支援事業を活用

し、モデル校（真玉中学校、香々地小学
校）で防災教育に取り組みます。

※令和２年度については、新型コロナウイルス感染防止対策のため、防災士養成研修の受講人数の制限や
総合防災訓練（小学校区単位）を中止しました。

３ 令和３年度の予定
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【宇佐市】令和２年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

１．令和２年度土砂災害アクションプログラム

①概要：自助・共助意識の活性化による住民主体の
取組み強化と防災意識の高い社会の構築を
目的に飯田自治区で開催。

②参加：飯田自治区・大分県砂防課・宇佐土木事務所
宇佐市危機管理課

③内容：７月 ５日（日）ハザードマップの再点検
８月２３日（日）まち歩き
９月２７日（日）地区タイムランの作成
12月20日（日）避難訓練の実施

２．みなし避難所制度

①概要：近年、激甚化する自然災害に備え指定避難所とは
別に、地域住民が自主的に開設し、運営する集会
所等を指定避難所に準じた取扱いとする制度。

②要件：(1)自主防災組織による自主運営
(2)施設が浸水エリア等の危険地域に存在しないこと
(3)避難者の定期報告を市へ行うこと
(4)コンロ設備があること 等

③登録数：５施設（うちR２年度登録数４施設）
16



【宇佐市】令和３年度
１）確実な避難行動につなげる水防災意識醸成のための取組

■Ｒ3年度大分県総合防災訓練
・概 要：南海トラフ巨大地震のほか、近年激甚化している風水害のリスク回避を目的として実施
・実施日：令和３年１１月２８日（日） ９：００～

■減災シンポジウムｉｎ宇佐

・概 要：大分大学減災・復興デザイン教育研究センターと共同し、減災シンポジウムを開催
・テーマ：①若者世代の目でみた、過去の災害から将来への備え

②要配慮者利用施設への災害に対する備え
③みんなで地域防災・減災を考える

・実施日：令和４年１月２３日（日） ９：００～

■市内一斉避難訓練

・

■土砂災害アクションプログラム

・概 要：防災意識の高い社会の構築に向け、行政と住民が一体となって取り組む行動計画
・対象地区：金丸・西屋敷・江熊
・実施日：令和３年８月（予定）

・概 要：自助・共助のはたらきを活性化し、地域防災力の更なる向上を
目的として、市内一斉の避難訓練を実施

・実施日：令和４年３月上旬
17



豊後高田土木事務所
桂川 事業概要

令和３年
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河川事業 桂川（小田原工区）河川改修事業

高
田
港

真玉港

臼野港

堅来港

羽根港

桂 川

河 川 名 延 長（ｍ） 河 川 名 延 長（ｍ） 河 川 名 延 長（ｍ）

田 笛 川 3,656 高 宇 田 川 960 羽 根 川 3,200

明 野 川 1,980 石 部 川 3,679 竹 田 川 8,560

桂 川 17,800 広 瀬 川 6,120 八 幡 川 1,830

御 玉 川 1,800 近 広 川 2,230 見 目 川 4,825

都 甲 川 12,530 赤 坂 川 5,090

長 岩 屋 川 4,890 真 玉 川 11,720

内 山 川 360 恵 良 川 2,885

丸 山 川 2,920 臼 野 川 5,280

蕗 川 5,140 北 川 1,735

小 崎 川 2,965 堅 来 川 4,955 計   24 河川 117,110

（H30.4.1現在）河川現況

桂川（小田原地区）

桂川（森地区）
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河川事業 桂川 河川改修事業

河川工事区間 L=6,100m

真中工区 L=1,100m
H19～H22

森工区 L=1,750m
H2～H11

小田原工区
L=2,750m

H12～Ｒ4（予定）

令和3年度事業概要
旧橋撤去工 1橋
C=3０百万円

森工区
L=８０0m

Ｒ１～Ｒ6（予定）

令和3年度事業概要
築堤工 39ｍ
C=5百万円

■事 業 概 要
【小田原工区】
全体C= 約40億円
事業着手 平成２年度～
進捗率 約9９％（Ｒ2末まで）
【森工区】
全体Ｃ＝ 約6億円
事業着手 令和元年度～
進捗率 約61％（Ｒ2末まで）
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河川事業 桂川（小田原工区） 河川改修事業

小田原橋（豊後高田安岐洗）

護岸張ブロック
施工中

R2.3.20撮影

R2.5.13撮影

護岸（右岸）

R3.3.18撮影

新橋上部工架設完了

新橋上部工架設中

R3.3.18撮影

【小田原橋を下流から撮影】 【小田原橋を下流から撮影】

【上村橋から下流を撮影】 【上村橋から下流を撮影】
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河川事業 桂川（森工区） 河川改修事業

R2家屋補償
R3移転後築堤着手

R1.5.20撮影 R3.2.25撮影

R3.3.18撮影

R1.6.6撮影

R2家屋補償

泉橋

【泉橋から下流を撮影】
【泉橋から下流を撮影】
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桂川に関する河床掘削・支障木伐採工事

河内大橋付近

智恩寺橋付近

着工前

完成（支障木伐採）

着工前

完成（河床掘削）

ホーランエンヤ

：河床掘削

：支障木伐採

【凡例】
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宇佐土木事務所
駅館川 障害防止対策事業

• 令和３年
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日 出 生 台 演 習 場

周 防 灘

防衛施設界

流域界

凡　　例

駅館川 障害防止対策事業

位 置 図

着手前

完成後

宇佐土木事務所

宇佐市役所

宇佐IC
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拝田橋

平田井堰

駅館川 障害防止対策事業

H20施工済 築堤工 L=３４０ｍ

川の流れ

拝 田 橋

宇佐ＩＣ

清 流 荘

平成９年９月洪水による被害状況 （床上浸水６戸、床下浸水３５戸）

駅館川日出生台演習場周辺障害防止対策事業
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拝田橋上流 右岸家屋 浸水

駅館川日出生台演習場周辺障害防止対策事業

川の流れ
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全体計画
・事業概要 築堤工 L=1,200m、 橋梁工 1橋
・事業着手 平成18年度

令和３年度事業
・左岸上流の築堤区間の用地協議

駅館川日出生台演習場周辺障害防止対策事業

拝田橋

平田井堰

全体計画 築堤工 L=１，２００ｍ、橋梁工 １橋

H23～R2施工済1200m 橋梁工・築堤工

至
・
宇
佐
イ
ン
タ
ー

H30～R2施工済625ｍ 築堤工

R3～ 施工予定575ｍ 築堤工
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整備イメージ

駅館川日出生台演習場周辺障害防止対策事業
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総合流域防災事業 広域河川改修事業 駅館川

施工箇所

標準図

H30～R3

駅
館
川
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